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平成26年度岡山市下水道事業会計決算審査意見 

第１ 審 査 の 対 象 

   平成26年度岡山市下水道事業会計決算 

第２ 審 査 の 期 間 

平成27年6月29日から 

    平成27年7月29日まで 

第３ 審 査 の 方 法 

審査に当たっては，平成26年度岡山市下水道事業決算報告書及び財務諸表並

びに証書類，事業報告書及びキャッシュ・フロー計算書，収益費用明細書，固

定資産明細書，企業債明細書が関係法令に準拠して作成されているか，事業の

経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかについて審査するととも

に，関係者からの説明を聴取し，会計帳票，証拠書類との照合及び経営内容の

動向を把握するため計数の分析を行い，年次比較等の検討を加えた。 

なお，平成26年度の予算・決算から改正地方公営企業会計基準が適用されて

いることから，年次比較にあたっては，財務諸表に表示される項目の一部に大

幅な数値の増減があることに留意した。 

第４ 審 査 の 結 果 

    審査に付された決算書類及び決算附属書類は，いずれも関係法令に準拠して

作成されており，関係諸帳簿等と照合審査の結果，計数は正確であり，かつ，

本年度の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認めた。 

なお，決算概要及び審査意見は次のとおりである。 
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１ 業 務 の 概 要 

 (1) 業務実績 

業務の実績は，次のとおりである。（資料第1参照） 

本年度において，処理区域面積を73.1ha拡大した結果，本年度末の処理区域内人口は

467,220人で，前年度末に比べ4,969人（1.1％）増加している。（公共下水道，特定環境

保全公共下水道及び農業集落排水の合計値。以下，表記がない限り同様。） 

また，水洗便所設置済人口は406,243人で，前年度末に比べ7,818人（2.0％）増加して

いる。 

汚水処理水量は63,287,006 で，前年度に比べ2,056,432 （3.4％）増加している。

汚水処理水量のうち有収水量は51,401,072 で，前年度に比べ439,794 （0.9％）増加

している。 

なお，本年度末の公共下水道と特定環境保全公共下水道に係る人口普及率は65.1％で，

前年度末に比べ0.5ポイント向上，水洗化率は86.9％で，前年度末に比べ0.8ポイント向

上している。 

 (2) 建設改良事業 

児島湖流域下水道関連処理区，岡東処理区等における本年度に実施した主な建設改良

事業は，次のとおりである。 

  ア 管きょ施設整備事業について 

汚水管幹線工事として，児島湖流域下水道関連処理区においては，一宮幹線，笹ヶ

瀬左岸幹線等，岡東処理区においては，上道幹線，西大寺幹線の整備を実施した。 

また，汚水処理整備区域の拡大として，児島湖流域下水道関連処理区においては，

撫川地内，妹尾地内等，岡東処理区においては，江並地内，桑野地内等における汚水

管埋設工事を実施した。 

イ 処理場施設整備事業について 

        岡東浄化センターにおいて，長寿命化工事を実施した。 

ウ ポンプ場施設整備事業について 

浸水の軽減を目的として，浦安ポンプ場のポンプ設備増設工事を完成させ，当新田

ポンプ場の雨水ポンプ増設工事に着手，また，天瀬ポンプ場の長寿命化工事にも着手

した。 

環境保全対策として，旭西排水センターにおける合流式下水道改善施設整備事業を

完成させ，放流水の水質改善を図った。 

エ 流域下水道整備事業について 

岡山県が施工する児島湖流域下水道事業に係る建設費の一部を倉敷市，玉野市，早
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島町とともに負担した。 

(3) 下水処理施設の稼働状況 

   下水処理施設の稼働状況は，次表のとおりである。 

下 水 処 理 施 設 の 稼 働 状 況 

区   分 
26年度 

Ａ 

25年度 

Ｂ 

増，減(△)

Ａ－Ｂ 

晴天時１日平均処理水量（ ） （ａ) 166,381 161,208 5,173

晴天時１日処理能力（ ） （ｂ) 269,946 257,166 12,780

施 設 利 用 率（％）（ａ／ｂ) 61.6 62.7
ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.1

  （注）公共下水道及び特定環境保全公共下水道に農業集落排水を加えた数値で算出している。 

施設利用率（施設の稼働状況を示す指標）は61.6％で，前年度に比べ1.1ポイント低下

している。 

 (4) 経営の効率性の状況 

   経営の効率性の状況は，次表のとおりである。 

経 営 の 効 率 性 の 状 況 

区   分 
26年度 

Ａ 

25年度 

Ｂ 

増，減(△) 

Ａ－Ｂ 
備    考 

職員１人当たり 

処理区域内人口（人）
6,068 5,926 142 

処理区域内人口 

損益勘定所属職員

職員１人当たり 

有 収 水 量（ ）
667,546 653,350 14,196 

有 収 水 量 

損益勘定所属職員

  （注）１ 職員数は，地方公営企業決算状況調査の数値を使用している。 

２ 公共下水道及び特定環境保全公共下水道に農業集落排水を加えた数値で算出している。 

経営の効率性について，職員1人当たり処理区域内人口，職員1人当たり有収水量は，

主に損益勘定所属職員が1名減少したため，ともに前年度を上回っている。 
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 (5) 有収率の状況 

有収率の状況は，次表のとおりである。 

有 収 率 の 状 況 

区   分 
26年度 

Ａ 

25年度 

Ｂ 

増，減(△) 

Ａ－Ｂ 
備  考 

汚 水 処 理 水 量（ ） 63,287,006 61,230,574 2,056,432

有 収 水 量（ ） 51,401,072 50,961,278 439,974

有 収 率（％） 81.2 83.2
ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 2.0

有 収 水 量 

汚水処理水量

  （注）公共下水道及び特定環境保全公共下水道に農業集落排水を加えた数値で算出している。 

汚水処理水量は，有収水量及び下水道使用料の徴収対象とならない有収以外水量がそ

れぞれ増加したため，前年度に比べ2,056,432 （3.4％）増加している。 

有収率は81.2％で，前年度に比べ2.0ポイント低下している。 
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２ 予算の執行状況 

 (1) 収益的収入及び支出 

   収益的収入及び支出の予算執行状況は，次表のとおりである。（資料第2参照） 

収益的収入及び支出の予算執行状況 

区   分 予 算 額  Ａ 決 算 額  Ｂ 執行率 Ｂ/Ａ 
予算額に比し増，減(△)

又 は 不 用 額

円  円 % 円 

収益的収入 21,455,469,000 21,210,773,624 98.9 △ 244,695,376

収益的支出 21,308,532,000 21,088,442,155 99.0 220,089,845

（注）決算額のうち収益的収入における仮受消費税及び地方消費税は733,668,561円，収益的支 

    出における仮払消費税及び地方消費税は318,064,814円である。

収益的収入決算額212億1,077万円は，予算額214億5,546万円に対し98.9％の執行率，

また，収益的支出決算額210億8,844万円は，予算額213億853万円に対し99.0％の執行率

となっている。

 (2) 資本的収入及び支出 

   資本的収入及び支出の予算執行状況は，次表のとおりである。（資料第3参照） 

資本的収入及び支出の予算執行状況 

区 分 予 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 
執行率 

Ｂ/Ａ 

翌年度への財源

繰越又は繰越額

予算額に比し増，

減(△)又は不用額

円 円 % 円 円 

資本的収入 20,643,769,000 15,771,026,838 76.4 4,542,710,000 △ 330,032,162

資本的支出 26,845,536,884 21,774,394,311 81.1 4,661,870,233 409,272,340

（注）決算額のうち資本的収入における仮受消費税及び地方消費税は577,958円，資本的支出におけ

る仮払消費税及び地方消費税は414,905,622円である。

資本的収入決算額157億7,102万円は，予算額206億4,376万円に対し76.4％の執行率，

また，資本的支出決算額217億7,439万円は，予算額268億4,553万円に対し81.1％の執行

率となっている。

資本的収入の内訳の主なものは，企業債94億1,060万円，国庫(県）補助金23億4,056

万円，他会計負担金20億7,904万円，他会計出資金16億7,246万円であり，資本的支出の
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内訳の主なものは，企業債償還金138億6,904万円，建設改良費74億4,763万円である。 

なお，建設改良費の翌年度繰越額は，前年度に比べ3億4,575万円増加した46億6,187

万円で，その内訳は，予算繰越額として，公共下水道整備事業費（管きょ）36億9,330

万円，公共下水道整備事業費（ポンプ場）8億1,141万円，公共下水道整備事業費（処理

場）1億4,123万円，農業集落排水施設整備事業費1,591万円である。

 予算繰越は，主として，地元関係者等との協議・調整に日数を要したためである。 

また，資本的収入額157億7,102万円から翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する

額1億1,916万円を除いた額156億5,186万円は，資本的支出額217億7,439万円に対して61

億2,252万円不足するが，これは繰越工事資金1億3,159万円, 当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額1億2,233万円，当年度分損益勘定留保資金58億6,859万円で補てん

している。 
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３ 経 営 成 績 

(1) 収支の状況 

   収支の状況は，次表のとおりである。（資料第4,5参照） 

収 支 の 状 況 

区   分 
26年度 25年度 増，減（△） 

Ｃ（Ａ－Ｂ） 
Ｃ/Ｂ 

金 額 Ａ 構成比 金 額 Ｂ 構成比

【収  益】 円 % 円 % 円 % 

営 業 収 益 11,530,297,877 56.3 11,318,551,358 66.8 211,746,519 1.9 

下水道使用料 9,651,407,870 47.1 9,608,299,969 56.7 43,107,901 0.4 

他会計負担金 1,850,245,145 9.0 1,673,612,895 9.9 176,632,250 10.6 

その他営業収益 28,644,862 0.1 36,638,494 0.2 △ 7,993,632 △ 21.8 

営 業 外 収 益 8,945,032,507 43.7 5,612,027,230 33.1 3,333,005,277 59.4 

他会計負担金 3,345,750,406 16.3 3,952,916,359 23.3 △ 607,165,953 △ 15.4 

他会計補助金 774,937,701 3.8 1,617,248,317 9.6 △ 842,310,616 △ 52.1 

長期前受金戻入 4,762,544,403 23.3 0 0 4,762,544,403 － 

そ の 他 61,799,997 0.3 41,862,554 0.2 19,937,443 47.6 

特 別 利 益 1,774,679 0.0 3,189,185 0.0 △ 1,414,506 △ 44.4 

計 20,477,105,063 100 16,933,767,773 100 3,543,337,290 20.9 

【費  用】 

営 業 費 用 15,335,567,282 74.9 11,513,022,219 68.0 3,822,545,063 33.2 

人 件 費 558,875,107 2.7 572,257,397 3.4 △ 13,382,290 △ 2.3 

委 託 料 1,374,965,084 6.7 1,314,130,776 7.8 60,834,308 4.6 

減 価 償 却 費 10,516,040,245 51.4 6,634,146,698 39.2 3,881,893,547 58.5 

流域下水道維持管理費負担金 1,631,188,838 8.0 1,505,155,224 8.9 126,033,614 8.4 

そ の 他 1,254,498,008 6.1 1,487,332,124 8.8 △ 232,834,116 △ 15.7 

営 業 外 費 用 5,082,003,517 24.8 5,286,760,280 31.2 △ 204,756,763 △ 3.9 

企 業 債 利 息 5,024,342,455 24.5 5,246,174,772 31.0 △ 221,832,317 △ 4.2 

そ の 他 57,661,062 0.3 40,585,508 0.2 17,075,554 42.1 

特 別 損 失 59,534,264 0.3 133,985,274 0.8 △ 74,451,010 △ 55.6 

計 20,477,105,063 100 16,933,767,773 100 3,543,337,290 20.9 

純利益（△純損失） 0 － 0 － 0 － 

総収益及び総費用はいずれも204億7,710万円で，前年度と同様に純利益（純損失）は
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生じていない。 

これは，営業外収益で一般会計から他会計補助金を繰り入れて収支を均衡させたため

である。

なお，他会計補助金は7億7,493万円で，前年度に比べ8億4,231万円（52.1％）減少し

ている。 

(2) 収益について 

収益は204億7,710万円で，主に営業外収益が増加したため，前年度に比べ35億4,333

万円（20.9％）の増収となっている。 

営業収益は115億3,029万円で，前年度に比べ2億1,174万円（1.9％）増加している。こ

れは主に，他会計負担金が1億7,663万円（10.6％），下水道使用料が4,310万円（0.4％）

それぞれ増加したためである。 

営業外収益は89億4,503万円で，前年度に比べ33億3,300万円（59.4％）増加している。

これは主に，他会計補助金は8億4,231万円（52.1％），他会計負担金は6億716万円（15.4％）

それぞれ減少したが，長期前受金戻入が47億6,254万円皆増したためである。 

特別利益は177万円で，前年度に比べ141万円（44.4％）減少している。 

(3) 費用について 

費用は204億7,710万円で，主に営業費用が増加したため，前年度に比べ35億4,333万円

（20.9％）の増費となっている。 

営業費用は153億3,556万円で，前年度に比べ38億2,254万円（33.2％）増加している。

これは主に，減価償却費が38億8,189万円（58.5％）増加したためである。 

営業外費用は50億8,200万円で，前年度に比べ2億475万円（3.9％）減少している。こ

れは主に，企業債利息が2億2,183万円（4.2％）減少したためである。 

特別損失は5,953万円で，前年度に比べ7,445万円（55.6％）減少している。 
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４ 財 政 状 態 

(1) 資産，負債及び資本 

資産，負債及び資本の状態は，次表のとおりである。（資料第6,7,8参照） 

比  較  要  約  貸  借  対  照  表 

科  目 
26年度末 25年度末 増，減（△） 

Ｃ（Ａ－Ｂ） 
Ｃ/Ｂ 

金 額 Ａ 構成比 金 額 Ｂ 構成比

円 % 円 % 円 % 

固 定 資 産 370,972,466,619 99.3 389,274,268,881 99.1 △ 18,301,802,262 △ 4.7 

流 動 資 産 2,665,311,897 0.7 3,409,226,424 0.9 △ 743,914,527 △ 21.8 

資 産 合 計 373,637,778,516 100 392,683,495,305 100 △ 19,045,716,789 △ 4.9 

固 定 負 債 218,887,627,307 58.6 37,226,330,364 9.5 181,661,296,943 488.0 

流 動 負 債 16,526,891,230 4.4 3,041,153,659 0.8 13,485,737,571 443.4 

繰 延 収 益 125,886,601,728 33.7 0 0 125,886,601,728 ― 

負 債 合 計 361,301,120,265 96.7 40,267,484,023 10.3 321,033,636,242 797.3 

自己資本金 7,970,567,337 2.1 6,298,104,073 1.6 1,672,463,264 26.6 

借入資本金 0 0 200,298,253,312 51.0 △ 200,298,253,312 △ 100 

資 本 金 7,970,567,337 2.1 206,596,357,385 52.6 △ 198,625,790,048 △ 96.1 

資本剰余金 500,363,223 0.1 145,819,653,897 37.1 △ 145,319,290,674 △ 99.7 

利益剰余金 3,865,727,691 1.0 0 0 3,865,727,691 ― 

剰 余 金 4,366,090,914 1.2 145,819,653,897 37.1 △ 141,453,562,983 △ 97.0 

資 本 合 計 12,336,658,251 3.3 352,416,011,282 89.7 △ 340,079,353,031 △ 96.5 

負債・資本合計 373,637,778,516 100 392,683,495,305 100 △ 19,045,716,789 △ 4.9 

 ア 資産について 

資産総額は3,736億3,777万円で，前年度末に比べ190億4,571万円（4.9％）の減少

となっている。これは，固定資産が183億180万円（4.7％），流動資産が7億4,391万

円（21.8％）それぞれ減少したためである。

固定資産の減少は，主に有形固定資産において，みなし償却制度の廃止に伴う減

価償却の実施の増によるものである。固定資産の総資産に占める割合は99.3％で，

前年度末に比べ0.2ポイントの増加となっている。 

  流動資産の減少は，主に現金預金の減によるものである。流動資産の総資産に占

める割合は0.7％で，前年度末に比べ0.2ポイントの減少となっている。 
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イ 負債及び資本について 

    資産の調達資金源を示す負債，資本の構成は，固定負債が2,188億8,762万円（構

成比58.6％），流動負債が165億2,689万円（構成比4.4％），繰延収益が1,258億8,660

万円（構成比33.7％），資本金が79億7,056万円（構成比2.1％），剰余金が43億6,609

万円（構成比1.2％）となっている。 

これらを前年度末と比べてみると，固定負債は1,816億6,129万円（488.0％）の増

加，流動負債は134億8,573万円（443.4％）の増加，繰延収益は皆増，資本金は1,986

億2,579万円（96.1％）の減少，剰余金は1,414億5,356万円（97.0％）の減少となっ

ている。

固定負債の増加及び資本金の減少は主に，従来，資本に計上されていた借入資本

金を負債に計上したためである。 

流動負債の増加は主に，１年基準（ワンイヤールール）に則り，１年以内に返済

期限が到来する企業債を流動負債に分類したためである。 

また，繰延収益の皆増及び剰余金の減少は主に，従来，資本剰余金に計上されて

いた償却資産の取得などに充てた補助金等を繰延収益の長期前受金に計上したため

である。 

     これらの会計処理は，新会計基準の適用によるものである。 

ウ 財務比率について 

   財務比率は，次表のとおりである。 

財 務 比 率 

（単位：％） 

分 析 項 目 26年度 25年度 算 式 

固定資産対長期資本比率 

（望ましい比率100%以下） 
103.9 99.9 

固定資産 
×100 

資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

流 動 比 率 

（望ましい比率200%以上） 
16.1 112.1 

流動資産 
×100 

流動負債 

当 座 比 率 

（望ましい比率100%以上） 
16.1 112.1 

現金預金＋(未収金－貸倒引当金) 
×100 

流動負債 

負 債 比 率 

（望ましい比率100%以下） 
2,928.7 158.1 

負債（固定負債＋繰延収益＋流動負債）
×100 

自己資本（自己資本金＋剰余金） 

固定資産とその調達資金源との関係をみる固定資産対長期資本比率は103.9％で，前

年度末に比べ4.0ポイント低下しており，望ましいとされる100％以下を上回っている。 
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   短期の支払能力をみる流動比率は16.1％で，前年度末に比べ96.0ポイント低下して

おり，望ましいとされる比率200％以上を下回っている。 

   当座の支払能力をみる当座比率は16.1％で，前年度末に比べ96.0ポイント低下して

おり，望ましいとされる比率100％以上を下回っている。 

   経営の健全性をみる負債比率は2,928.7％で，前年度末に比べ2,770.6ポイント低下

しており，望ましいとされる比率100％以下を上回っている。 

 (2) 収入状況 

   流動資産のうち未収金の年度末現在高は18億5,102万円となっている。 

 本年度末における下水道使用料の収入状況は次表のとおりで, 収入率をみると，現

年度分は83.0％で前年度に比べ0.1ポイント低下，過年度繰越分は95.5％で前年度に比

べ0.4ポイント向上，合計では84.8％で前年度に比べ0.1ポイント低下している。

下水道使用料の未収金は18億2,792万円（平成27年2,3月期調定分16億4,904万円を含

む）で，前年度に比べ5,035万円（2.8％）の増加となっている。

また，不納欠損額は1,956万円で，前年度に比べ358万円（22.4％）の増加となって

いる。 

下 水 道 使 用 料 の 収 入 状 況 

区 分 

26     年     度 
25年度 

収入率 
調 定 額 

Ａ 

収 入 額 

Ｂ 

収 入 率

Ｂ／Ａ 

不納欠損額 

Ｃ 

未 収 金 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

円 円 % 円 円 % 

現 年 度 分 10,379,754,878 8,612,905,643 83.0  0 1,766,849,235 83.1 

過年度繰越分 1,777,344,681 1,696,699,547 95.5 19,567,618 61,077,516 95.1 

合    計 12,157,099,559 10,309,605,190 84.8 19,567,618 1,827,926,751 84.9 

 （参考）平成27年2,3月期調定分を除いた下水道使用料の収入状況は，現年度分，過年度繰越分の

合計で98.1％の収入率となっている。
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   また，本年度末における負担金等（下水道事業負担金及び分担金）の収入状況は次

表のとおりで, 収入率をみると，現年度分は97.3％で前年度に比べ0.3ポイント向上，

過年度繰越分は39.7％で前年度に比べ4.1ポイント低下，合計では91.9％で前年度に比

べ0.8ポイント低下している。負担金等の未収金は2,185万円で，前年度に比べ602万円

（21.6％）の減少となっている。 

 また，不納欠損額は146万円で，前年度に比べ49万円（50.8％）の増加となっている。 

負 担 金 等 の 収 入 状 況 

区 分 

26     年     度 
25年度 

収入率 
調 定 額 

Ａ 

収 入 額 

Ｂ 

収 入 率 

Ｂ／Ａ 

不納欠損額 

Ｃ 

未 収 金 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

円 円 % 円 円 % 

現 年 度 分 260,560,747 253,518,983 97.3 0 7,041,764 97.0 

過年度繰越分 27,024,161 10,740,970 39.7 1,466,643 14,816,548 43.8 

合    計 287,584,908 264,259,953 91.9 1,466,643 21,858,312 92.7 

   下水道使用料等の未収金については，解消に向けて一層の努力をされるよう要望す

る。 
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(3) 企業債 

   企業債の残高状況は，次表のとおりである。 

企 業 債 の 残 高 状 況 

年 度 区 分 
前年度末残高 

Ａ 

本年度中 
増減率

Ｂ/Ａ
本年度末残高 

増加高 減少高 
差引増減高増，減（△）

Ｂ 

25

資本費平準化債
円 円 円 円 % 円

34,397,976,768 4,920,000,000 2,091,646,404 2,828,353,596 8.2 37,226,330,364

企業債 206,578,227,996 5,336,300,000 11,616,274,684 △6,279,974,684 △ 3.0 200,298,253,312

合  計 240,976,204,764 10,256,300,000 13,707,921,088 △3,451,621,088 △ 1.4 237,524,583,676

26

資本費平準化債

（固定負債）
37,226,330,364

5,100,000,000 3,727,862,542

3,217,799,630 8.6

38,598,467,822

資本費平準化債

（流動負債）
3,727,862,542 1,882,200,370 1,845,662,172

企業債 

（固定負債）
200,298,253,312

4,310,600,000 24,319,693,827

△7,676,248,552 △ 3.8

180,289,159,485

企業債 

（流動負債）
24,319,693,827 11,986,848,552 12,332,845,275

合  計 237,524,583,676 37,458,156,369 41,916,605,291 △4,458,448,922 △ 1.9 233,066,134,754

（注）平成26年度の増加高，減少高には新会計基準適用による増減を含む。（固定負債の増加高は発

行額，流動負債の減少高は償還額であり，固定負債の減少高，流動負債の増加高は新会計基準

の適用による計上である。）

   本年度末の残高は2,330億6,613万円で，企業債94億1,060万円を発行したが，138億

6,904万円を償還した結果，前年度末に比べ44億5,844万円（1.9％）の減少となってい

る。 

利子負担率は2.1％となっている。 

(4) 一般会計繰入金 

本年度における繰入金の合計は96億9,313万円で，前年度に比べ1億1,633万円（1.2％）

の減少となっている。収益的収入へ59億5,007万円，資本的収入へ37億4,306万円がそ

れぞれ繰り入れられているが，前年度に比べ収益的収入において12億7,124万円

（17.6％）減少した一方，資本的収入においては11億5,490万円（44.6％）増加してい

る。 
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(5) キャッシュ・フローの状況 

      キャッシュ・フロー計算書は，一事業年度における資金の増加又は減少の状況を，

業務活動，投資活動及び財務活動に区分して表したものである。 

本年度のキャッシュ・フロー計算書は，次表のとおりである。 

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

区   分 平成26年度 

業
務
活
動
に
よ
る
フ
ロ
ー

円 

当年度純利益 0 

減価償却費 10,516,040,245 

固定資産除却損 115,101,511 

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,757,000 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 111,002,083 

長期前受金戻入額 △ 4,762,544,403 

受取利息及び配当金 △ 958,477 

支払利息及び企業債取扱諸費 5,025,983,595 

未収金の増減額（△は増加） 216,349,348 

その他流動資産の増減額（△は増加） 18,974 

未払金の増減額（△は減少） △ 36,023,870 

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 157,425 

預り金の増減額（△は減少） △ 3,754,687 

小計 11,217,813,894 

受取利息及び配当金 958,477 

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 5,025,983,595 

計（Ａ） 6,192,788,776 

投
資
活
動
に
よ
る
フ
ロ
ー

有形固定資産取得による支出 △ 7,715,543,405 

 無形固定資産取得による支出 △ 45,485,746 

国庫補助金による収入 2,173,328,122 

国庫補助金返還金による支出 △ 2,757,510 

負担金等による収入 265,549,651 

一般会計負担金による収入 1,955,139,909 

企業債償還積立金による支出 △ 454,950,000 

その他投資活動による収入 11,535,116 

計（Ｂ） △ 3,813,183,863 

財
務
活
動
に

よ
る
フ
ロ
ー

一時借入れによる収入 10,000,000,000 

一時借入金の返済による支出 △ 10,000,000,000 

企業債による収入 9,410,600,000 

企業債の償還による支出 △ 13,869,048,922 

一般会計出資金による収入 1,652,000,000 

計（Ｃ） △ 2,806,448,922 

資金増減額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 426,844,009 

資金期首残高 1,241,058,259 

資金期末残高 814,214,250 

業務活動によるキャッシュ・フローにおいて，当年度純利益は0円であったが，主に

減価償却費等により61億9,278万円の資金増加となっている。一方，投資活動によるキ

ャッシュ・フローにおいて，国庫補助金や一般会計負担金等の収入はあったが，下水
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道施設の整備等の支出により38億1,318万円の資金減少となっている。また，財務活動

によるキャッシュ・フローにおいて，企業債の発行等による収入を上回る企業債の償

還により28億644万円の資金減少となっている。 

この結果，期首残高の12億4,105万円と比べて資金が4億2,684万円減少し，本年度の

資金期末残高は8億1,421万円となっている。 
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５  む  す  び 

本事業の運営状況の概要は，以上のとおりである。 

本年度も平成25年3月に策定した「岡山市下水道事業経営計画（平成25年度～33年度）」

（以下，「経営計画」という。）に基づき，汚水処理対策や浸水対策等の事業推進に取り組

んだ。 

主な建設改良事業は，管きょ施設整備事業として，上道幹線や笹ヶ瀬左岸幹線等の汚水

管幹線工事や江並地内等における汚水管埋設工事など，処理場施設整備事業として，岡東

浄化センターの長寿命化工事，また，ポンプ場施設整備事業として，浦安ポンプ場ポンプ

設備の増設工事や旭西排水センターの合流式下水道改善施設整備事業などがあげられる。 

業務実績についてみると，処理区域面積を73.1ha拡大した結果，本年度末の処理区域内

人口は前年度末に比べ4,969人（1.1％）増加している。また，水洗便所設置済人口は前年

度末に比べ7,818人（2.0％）増加している。 

汚水処理水量は6,328万 で，前年度に比べ3.4％増加，有収水量は5,140万 で，前年度

に比べ0.9％増加している。 

なお，公共下水道及び特定環境保全公共下水道に係る本年度末の人口普及率は65.1％，

また，水洗化率は86.9％で，前年度末に比べ0.5ポイント，0.8ポイントそれぞれ向上して

いるが，他の政令指定都市と比較すると低い水準にあることから，「経営計画」に掲げた数

値目標の達成に向け，普及率の向上とともに，水洗便所改造等補助金制度の更なるＰＲ等

による接続勧奨に取り組み，特に水洗化率の向上に努められたい。 

次に経営成績についてみると，本年度の収支は，一般会計から他会計補助金を繰り入れ

て均衡させているため，総収益及び総費用はいずれも204億7,710万円となっており，前年

度と同様に純利益は生じていない。 

本年度末における平成25年度以前の過年度繰越分未収金は，下水道使用料で6,107万円，

下水道事業負担金等で1,481万円となっているが，所在不明等の事由により1,956万円，146

万円がそれぞれ不納欠損処分されている。下水道使用料等は重要な財源であり，また，受

益者負担の原則や負担の公平性の観点からも，未収金の解消に努められたい。

今後も「経営計画」に基づき下水道事業を進めていくこととなるが，支出面においては，

多額の企業債の償還を要し，管きょ等の老朽化対策や耐震化対策，さらに浸水対策の強化

に要する費用も増加が見込まれる一方，収入面においては，普及率や水洗化率等を勘案す

ると下水道使用料収入の急増は見込めないなど，事業を取り巻く経営環境は依然として厳

しい状況が続くものと予測される。 

このことから，市民に対し今後とも安定的・継続的に下水道サービスを提供するため，

引き続きコスト意識の徹底や事業収益の向上にも努め，より効率的な事業運営に取り組ま

れるよう要望する。 


